
令和5年3月31日現在の登録者数

増減 弁護士 増減 公認会計士 増減 税理士 増減

1 北海道 139 -1 8 24 -1 107

2 青森県 25 6 19

3 岩手県 20 20

4 宮城県 70 6 64

5 秋田県 17 17

6 山形県 24 2 22

7 福島県 37 5 32

8 茨城県 64 1 10 53

9 栃木県 38 1 5 32

10 群馬県 50 2 10 38

11 埼玉県 232 1 37 194

12 千葉県 147 8 25 114

13 東京都 1,601 -2 206 388 3 1,007 -5

14 神奈川県 267 -2 15 49 203 -2

15 新潟県 56 1 6 49

16 富山県 54 3 9 42

17 石川県 57 1 6 50
18 福井県 33 -1 3 4 26 -1
19 山梨県 31 4 27

20 長野県 54 10 44

21 岐阜県 70 10 60

22 静岡県 100 21 79

23 愛知県 298 -1 12 36 250 -1

24 三重県 55 -1 2 8 45 -1

25 滋賀県 30 13 17

26 京都府 115 3 16 96

27 大阪府 527 1 40 91 396 1

28 兵庫県 136 2 4 30 102 2

29 奈良県 39 -1 3 4 -1 32

30 和歌山県 23 1 3 20 1

31 鳥取県 14 1 13

32 島根県 4 1 1 2

33 岡山県 39 1 9 29

34 広島県 79 -1 4 8 67 -1
35 山口県 42 6 36
36 徳島県 16 3 13

37 香川県 31 2 4 25

38 愛媛県 34 -1 5 29 -1

39 高知県 10 3 7

40 福岡県 152 1 5 43 1 104

41 佐賀県 27 7 20

42 長崎県 33 4 29

43 熊本県 73 8 65

44 大分県 34 2 4 28

45 宮崎県 21 4 17

46 鹿児島県 41 6 35

47 沖縄県 31 -1 1 6 24 -1

5,090 -7 330 960 2 3,800 -9

6.5% 18.9% 74.7%

※　令和３年分の収支報告書の提出義務がある国会議員関係政治団体数（解散団体を含む）：2,902団体

（参考)令和3年度末からの増減

増減 弁護士 増減 公認会計士 増減 税理士 増減

5,063 27 326 4 947 13 3,790 10

6.4% 18.7% 74.9%比率

登録政治資金監査人の登録者数及び研修の実施状況

１．都道府県別及び士業別登録政治資金監査人の登録状況

事務所所在地 登録者数 （人）

合　計

比率

登録者数 （人）

合　計
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弁　護　士 公認会計士 税　理　士

93 5 23 65

128 5 33 90

100 11 18 71

111 10 30 71

171 16 34 121

5,263 334 940 3,989

5,866 381 1,078 4,407

弁　護　士 公認会計士 税　理　士

59 0 12 47

185 5 43 137

140 4 38 98

105 1 14 90

155 2 24 129

935 18 168 749

弁　護　士 公認会計士 税　理　士

194 3 49 142

510 11 108 391

522 14 112 396

759 26 117 616

1,023 26 147 850

8,648 279 1,256 7,113

令和４年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

※　研修修了者数は、登録時研修を修了した登録政治資金監査人の人数であり登録抹消者を含む。
※　登録時研修を修了した者から登録抹消者を除いた総数：4,988人

３．政治資金監査実務に関するフォローアップ研修の実施状況（再受講研修）

フォローアップ研修参加者（人）

令和元年度

平成30年度

平成20年度～平成29年度

 総　　　　計

（令和5年3月31日現在）

令和２年度

研修修了者数（人）

２．政治資金監査に関する研修の実施状況（登録時研修）

令和３年度

令和４年度

平成30年度

４．政治資金監査実務に関するフォローアップ研修の実施状況（実務向上研修）

平成26年度～平成29年度

フォローアップ研修参加者（人）

平成22年度～平成29年度

令和３年度

令和元年度

平成30年度

令和２年度

令和４年度
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